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《論　説》
製品差別化と混合寡占
―一般化された私企業数のケースにおける民営化効果―
松　　本　　直　　樹＊
１．はじめに
　アメリカ，イギリスを中心とする1980年代以降の規制緩和の流れの中で，日本においても少なから
ず国営企業の民営化計画が推進された。このような先進国経済における経済運営の潮流と歩調を合わ
せ，それ以降，産業の構造転換がもたらす経済効果が数多く分析・検討された。このテーマの関心の
高まりには，ほぼ同時期に冷戦の終結を迎えたこと，つまりソビエト連邦等の社会主義政権が崩壊し，
移行経済の動向が耳目を集めたことにもその一因があったものと思われる。四半世紀以上が経過した
現在においても，規制緩和を含め，民営化路線が各国政府における変わらぬ政策方針の基調となって
おり，また，公企業と私企業からなる混合寡占が実際に広く経済に見受けられるものの，時世の流れ
に応じ，私企業との間の線引きの判断基準もその都度見直されるべきであり，その根拠としても重要
な政策課題の１つであり続けている。
　De Fraja and Delbono （1989） を嚆矢とするこの種の公企業に対する民営化問題の分析であるが，そ
こでは企業数の増加とともに市場内における公企業存在の優位性が失われることが明らかにされてき
た１。特にこのDe Fraja-Delbonoモデルの特徴を挙げると，以下の通りである。まず，置かれている仮
定として，①公企業の目的は総余剰の最大化であり，対称的な技術条件を持ち，私企業との違いは目
的関数のみとなっていることである2。また②構造が同時手番であり，クールノー・タイプの数量競
争を扱っている。さらに他の技術的な点としては，③同質財，④線形逆需要関数，⑤同一の2次費用
関数，⑥企業数が外生変数とされていること，などの諸仮定が挙げられる。以上により，企業が多く
なればなるほど社会厚生上の観点からは公企業の存在は正当化し難くなる。つまりは産業内の企業数
が少ない場合には公企業の設立，あるいは私企業の国営化は当初において望ましいかもしれないもの
の，企業数が増え，やがてマーケットが成熟するにつれて公企業は新たに設立されるべきでなく，む
＊　松山大学経済学部教授
１　初期の代表的論文を含めた理論的系譜と動向に関しては，De Fraja and Delbono （1990），Basu （1993）第16章を参照。
2　独占企業など大企業には市場の競争的圧力が弱く，効率上のロスが生じがちであることがX非効率性として知られて
いる。これについては小田切（2001）第2章を参照。当然，「親方日の丸」と揶揄されることから，公企業においては
私企業以上に内部的な非効率性が存在しうると言えるかもしれない。しかしながら，ここでは敢えて私企業との差異は
目的関数のみと考えている。この私企業にとってのハンディキャップにもかかわらず，民営化のメリットが存在しうる
のかどうかを確認するためである。
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しろその目的と役割を終え，民営化こそが進められるべきであろうとの結論に至る３。
　その後の拡張の方向性には，①政府の持ち株比率を考慮した部分民営化政策，②製品差別化，③
シュタッケルベルク・モデル分析，これと関連して④リーダー・フォロワーの役割交換，さらには⑤
生産補助金の導入，⑥研究開発の導入，⑦労働組合の導入，⑧非対称情報，不完備契約の考慮等があ
る４。
　政府といえども本来，必ずしも一枚岩であるはずはない。しかしながら，最大公約数としては総余
剰最大化がその主たる目的であろうことから，さらにその下で運営される公企業の目的はやはり総余
剰最大化となる。他方で，混合寡占において競合他社となる私企業の目的は，自らの利潤最大化行動
を取ることになっている。こうして両者間で生産技術が同一であるため，混合寡占下においては目的
関数のみが異なる2タイプの企業が同一市場に並存する状況が分析対象となっている。
　さて公企業の民営化問題というとき，混合寡占を前提に民営化の是非が従来からの論点となってい
る。80年代以降の先進国における規制緩和を含めた民営化路線とともに90年代以降に本格化した旧社
会主義国が市場経済へと移行する中で，その問題意識と対象が民営化の是非と実施されるその手順・
方法にあったからである。つまり混合寡占を前提とすると，その念頭にある公企業をそのまま維持す
るか，それとも私企業に転換するかどうかの是非に帰着する。しかし前提とされている状況を逆に純
粋寡占とすれば，そこにおいては公営化こそが問題となってくる。つまり私企業のみの状態を続ける
か，市場に存在しない公企業を私企業から敢えて転換・公営化させるかである。もちろん混合寡占の
分析においては両面からの解釈が可能であるが，以下，どちらかといえば公企業の民営化問題に焦点
を当て，説明がなされることになる。
　いずれにせよここでは公企業の存在価値の有無を視野に入れ，まず複占ケースを対象とし，公企業
と私企業が共存する混合複占と公企業が存在しない純粋複占との比較から分析が開始される。補完財
も含めた異質財を前提に，社会厚生に関して混合複占と純粋複占における数量競争の状況下での比較
が具体的に検討され，その後企業数を増やしながら，最終的には任意の企業数に対して社会厚生が改
善される可能性が吟味されることになる５。
2．民営化問題と製品差別化
　De Fraja-Delbonoモデルにおいて，総余剰最大化行動を取る公企業の存在が，なぜか必ずしも総余
剰を増大させることにはならない可能性が指摘された。そこでは社会が期待する行動原理を文字通り，
公企業として実行しているにもかかわらず，結果が伴わず，求められる役割を果たしえないという矛
盾をはらんだ結論となっている。総余剰を最大にするため，理想的なバランサーであるはずの公企業
が，なぜか総余剰最大化に十分貢献することができなくなるときがくる６。公企業による総余剰最大化
３　公企業の民営化問題の発展を概観した包括的内容としては，松村 （2005），山崎 （2008），都丸 （2014） を参照のこと。
４　以上の知見を基に，その後に為された拡張に関しては，Choi （2012），Ghosh and Mitra （2010），Haruna and Goel （2015），
Matsumura （1998）などを参照のこと。
５　この分野の他の研究としては，松本 （2000） 第９章を参照されたい。
６　総余剰（社会厚生）は消費者余剰と生産者余剰（産業内の企業利潤）と定義されるため，公企業は自らの利潤のみな
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行動による直接的効果が市場での私企業との相互作用の介在により，図らずも総余剰の増大につなが
らないこととなっているからである。このようにゲーム理論は寡占という相互依存関係下での経済現
象を分析する強力なツールであり，最適な規制のあり方について多くの興味深い示唆を与えてくれる。
　ミクロ経済学のテキストに必ず登場する完全競争と独占という競争形態はその市場条件が180度異
なるようで，実は状況に共通する側面も存在する。それは市場における競争相手を意識する必要があ
るかどうかという点である。完全競争状態では競争相手が極めて多く，規模も小規模なものとなり，
相手から自らへの影響も，逆に自らから相手への影響も，何ら及ぼし得なくなっている（価格支配力
がゼロの状況）。他方，独占では潜在的には新規参入の可能性には絶えず晒されてはいるものの，独
占である限りは，文字通り，単「独」で市場を「占」めている状況と言える（究極の価格支配力発揮
の状況）。分類上では寡占がそれら両者の中間スペクトラムの状況を指すこととなり，図らずも相互
に影響することを意識し合わざるを得ない戦略的な競争形態となっている。そのため，寡占の最低企
業数は2となり，それがちょうど本稿でこの後，まず最初に取り上げる複占のケースに該当すること
になっている。
　本稿では計算が煩雑となりうるため，当初においてできるだけシンプルなモデル設定が望まれる。
仮定③を修正することで仮定⑤から離れ，新たに可能となった線形の費用関数の想定の下，寡占の分
析を視野に入れ，まず複占から始める。その後，企業数を増やし，公企業の民営化問題を複占状態の
それと比較する。その上で，すでに触れた方向性をそれぞれ模索してみることにする。
　ここでは同質財は想定せず，差別化された想定をおく。実際，公企業の民営化問題を取り扱う際に
は，多くのケースにおいて製品差別化が仮定されており，ここでも同質財を特殊ケースとして含む，
より一般的で現実的な異質財の方をむしろ想定することとする。消費者の選好がヘテロジニアスであ
り，そのため財は完全に代替的でなく，とはいえ完全に差別的でもない状態である。
　複占下において具体例を挙げれば，そのような状況での逆需要関数は例えば次のようなものになろ
う７。
　　　　　　
このときθ＝１，すなわち財 i と j 間の代替性の程度がたまたま１である完全代替という特殊ケース
においては，両財を単純に足し合わせることができる。逆を言えば同質財で，かつ完全に代替的であ
る限り，企業間で異なる価格設定を行い得ないことになる。程度の差こそあれ，異質財でありさえす
れば異なる価格付けが可能となるのである。不完全競争下であれば元々一定程度，市場支配力を持っ
ているはずであり，その存在がここでは製品差別化により，価格をコントロールする力の源泉となり，
支配力をより高めるよう作用することになる。
　本稿ではどの程度差別化されているか，つまり製品差別化の程度を製品差別度とし，これをパラメー
タとして扱うことにする。代替財としては一般的には１≧θ≧ 0の値を取り，そのため１－θを製品
差別度と呼びうることになる。θ＝ 0は完全差別化のケースであり，製品差別度は１となる。その財
らず，競合他社の利潤，および消費者の便益も配慮したバランサーとして振舞うことになる。
７　これについては小田切（2001）第３章を参照のこと。
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に関しては事実上の独占であり，他企業の生産量にはまったく影響され得ない。理論的にはさらにθ
がその値を下回ることも可能であろう。つまりθがマイナスとなればそのとき財の関係性は補完的で
あり，ともに補完財となる。特にθ＝－1 であるときには完全補完財となる。
　以上をまとめよう。θ＝１で同質財，完全代替財，１＞θ＞ 0で代替財，θ＝ 0で独立財，完全差
別財， 0 ＞θ＞－1 で補完財，最後にθ＝－1 のときに完全補完財である。ただし以下，本稿での分
析に際しては
　　
であると再定義し，逆需要関数を新たに
　　
として扱うことにする。したがって n ＋１個の企業からなる寡占下において逆需要関数は
　　
となることになる。以下ではこの点をさらにDe Fraja-Delbonoモデルに合わせ，b ＝１としよう。こう
して線形の関数を用いながらも製品差別化を考慮した逆需要関数となる。当該財の価格に与える効果
は－1 とされ，当該財以外の財が価格に与える効果は代替性の程度を表す係数に特定化されている。
　さて本稿の構成であるが，まず次節において差別財と線形費用関数の想定の下，2企業の複占を取
り扱うことで基本構造を概観する。続く４節において同様に３企業のケースを取り上げる。５節では
De Fraja-Delbonoモデルをほぼそのまま取り上げ，同質財と2次費用関数を前提としながら，任意の
企業数 n ＋１からなる産業における民営化問題を確認する。６節において社会厚生の比較の際，De 
Fraja-Delbonoモデルにおいて決定的に重要であった2次費用関数の仮定を敢えて外し，複占および３
企業のケースと同じく，限界費用を一定と見なせるものとする。De Fraja-Delbonoモデルにおいて2
次費用関数が果たしていた役割に代え，本稿のモデルでは差別財を前提とし，その結果，製品差別化
の程度がパラメータとして取り扱われることになる。任意の企業数の下で製品差別化が費用関数の逓
増と同様の役割を果たし， n ＋１個の企業からなる産業における民営化効果に関して同様の結論が得
られるかどうか，再度検討がなされる。最後に７節で全体をまとめることとする。
　以下，節を代えて複占下の製品差別化モデルから始め，以上の問題意識の下，定式化と解の導出を
順次行う。
３．複占（私企業数１）ケース
　民営化前に混合複占の状況にあり，公企業を企業０，私企業を企業１とし，公企業の企業０が私企
業へと転換され，民営化後は純粋複占となる。
　ここでの逆需要関数は，前節での仮定から
　　
であり，ここでは i 財の数量がその価格に与える効果は－１であるものの，加えて他財から受ける
効果として差別化の程度を表す係数θを反映させたものになっている。この種の逆需要関数はDixit 
（1979） において用いられた2次に特定化された効用関数
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から，１階条件として導かれることが知られている。
　またここにおいて2階条件から
　　
でなければならず，そのため
　　
となることが分かる。したがって，θ＝１で2財が完全代替的なケースおよびθ＝－1 で2財が完全
補完的なケースは，ここではともに排除されねばならないことになる。
　企業の行動原理に関しては公企業に対して総余剰（社会厚生）最大化，私企業に対して利潤最大化
が適用され，ぞれぞれ目的関数は
　　
とされる。先に触れたように，ここでは限界費用を一定とし，また単純化のため固定費用を無視して
いることに注意されたい。また需要条件のみならず費用条件においても2企業は対称的であり，目的
関数のみが異なっていることにも注意されたい。効率性など公企業・私企業間に存在しがちな相違点
は敢えてないものとされている。
　公企業の反応関数は
　　  ⑴
であり，私企業の反応関数は
　　  ⑵
である。混合複占における数量競争下で両企業の生産量は⑴と⑵により
　　  ⑶
　　  ⑷
である８。他方，純粋複占下における私企業の生産量は  として⑵により
　　  ⑸
が得られる。
　⑶と⑷より，社会厚生については混合複占下において
　　  ⑹
　⑸より純粋複占下においては
　　  ⑺
８　同様のモデルを価格競争下で取り扱ったものに松本（2015）がある。
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である。厚生上の比較のため⑹と⑺の差を取ると
　　  ⑻
となる。ここでの仮定の下で符号はプラスとなり，⑹と⑺の大小関係が確定する。この点については
図１を参照されたい。
　このモデルではどのような製品差別化の程度の下にあっても，公企業の民営化により社会厚生の改
善を成し遂げることは不可能である。ここでの想定では，代替性の程度が低いときや補完財のときは
言うまでもなく，完全代替的で近い程度の高さであっても民営化は決して正当化することができない。
そこで企業数をより増加させたときに，以上の民営化を正当化するための基準・条件が，どう変化す
るのか，次に2個の私企業を含む３企業のケースにおいて民営化効果のほどを見てみよう。
４．３企業（私企業数2）ケース
　前節のケースを踏まえ，モデルをそのまま３企業のケースへ拡張する。民営化前には混合寡占の状
況で，ここでも公企業を企業０，私企業を企業１と企業2とし，公企業の企業０が私企業へ転換し，
民営化後は３個の私企業による純粋寡占となる。
効用関数は
　　
となる。これからストレートに３種の逆需要関数
図１　2θ3−θ2−4θ＋４のグラフ
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が導かれる。
公企業と私企業，ぞれぞれの目的関数は
　　
である。３企業それぞれが生産する財の間における差別化の程度として３種類が考慮されなければな
らなくなる。ただし，ここでは単純化のため  とし，差別化の程度に関して対称的
に扱うこととしよう。最後にそこにおいては  となるよう
　　
の値を取ると仮定しておく。
　まず生産量を求める。ここでの想定により  とすると，公企業の反応関数は
　　
であり，私企業の反応関数は
　　
である。したがって混合寡占下での生産量は公企業に関しては
　　
私企業に関しては
　　
となる。また純粋寡占下では  とすると
　　
である。以上を基に社会厚生については混合寡占下において
　　
純粋寡占下において
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となる。比較のため差を取ることによって
　　  ⑼
が得られ，やはりここでの仮定の下で符号はプラスであることが確認されうる（図2を参照された
い）９。
　複占と同様，３企業のケースにおいても2個の私企業との競合関係にある公企業の存在意義は依然，
揺らぎなく残っており，θの値如何にかかわらず民営化効果を狙った転換は正当化できないことが分
かる。それではさらに一層，産業内に私企業数が増えた場合にはどうであろうか。この議論の延長線
上には，公企業の民営化による厚生改善と私企業数との間に何らかの関係を引き出すことができるの
かとの問いがある。そこでこの種の一般的な設定を検討する前に節を改め，同様の問題を別の設定で
取り扱ったDe Fraja-Delbonoモデルを確認しておく。元々のDe Fraja-Delbonoモデルでは製品差別化こ
そ想定されてはいないものの，一般化された私企業数の下で民営化問題を論じており，また民営化が
ちょうど正当化されるようになるその転換点上での費用パラメータの影響も併せて検討されている。
５．De Fraja-Delbonoモデル
　前節で触れたように一旦ここで製品差別化の問題から離れ，De Fraja-Delbonoのオリジナルモデル
とその結果を確認しておく。私企業数を n とし，想定としてはより一般的なケースを扱うことになる。
そこにおいて民営化前の混合寡占，民営化後の純粋寡占，それぞれの社会厚生導出し，大小関係を比
較する。想定こそ異なれ，基本的にはこれまで同様の手続きと言えよう。
　先に触れた通り産業内においては同一財を仮定し，製品差別化はないものとする。そのためこれま
９　ここでの３次方程式の解は を下回っているため，仮定の下でプラスであることが保証される。
図２　6θ3−5θ2−4θ＋４のグラフ
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での議論と異なり需要条件と費用条件に注意が必要である。まずここでの逆需要関数は
　　
である。ただし Q は産業内の総生産量を意味する。また費用関数については
　　
とされる。これまでと同様に全ての企業は同一の技術を保持し，費用条件に差異は存在しない。ここ
では１個の公企業と n 個の同質的私企業によって産業が構成されている。したがって公企業の生産量
は q0，私企業の生産量  ，両者の合計が産業内の生産量 Q となっている。
　企業の行動原理としても同様に公企業に対しては社会厚生最大化，私企業に対しては利潤最大化が
適用され，社会厚生は
　　
（私企業の）利潤は
　　
と表され，それぞれのタイプの目的関数となる。
　公企業の反応関数は
　　
私企業の反応関数は
　　
である。以上より混合寡占下での生産量については，公企業および私企業ぞれぞれにおいて
　　
である。他方，純粋寡占下では
　　
となる。以上を反映した社会厚生について見てみよう。混合寡占下においては
　　
となり，純粋寡占下においては
　　
となる。比較のため両者の差を取ると
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　　  ⑽
となり，直ちにここでの社会厚生の差は n の減少関数になっていることが分かる。こうして私企業数
が多くなればなるほど，厚生上の観点から公企業の民営化は正当化されやすくなる。産業内において
企業数が少ない場合は正当化し難くとも，マーケットが成熟したといえるほどに企業数が多くなれば，
そこにおいてもはや公企業の存在意義は失われ，民営化が避けられなくなっている。
　このため，さらに言えば分子をゼロとする転換点  は
　　  ⑾
のように定義されうることになる10。ここにおいて  と費用のパラメータである k の関係が確認でき
る。すなわち k ≥  において  は k の増加関数であり， k ＜  において  は k の減少関数となってい
る。 k が小さ過ぎない限り，k の増大により民営化が正当化される転換点となる私企業数は増加する
と言えよう。
　こうしてマーケットが成熟したといえるほど十分に産業内の私企業数が増加すれば，自分と競合他
社の利潤，そして消費者余剰にも目配りが利き配慮できる理想的なバランサーであろうとも一定の役
割を終え，後進に道を譲る形で退場を強いられるとも言えるであろう。
６．製品差別化モデルとその一般化
　再び製品差別化の状況を取り扱う。しかしながら先の複占・３企業のケースを含む任意の企業数
のケースとなっている。つまり企業数に関しては一般的なケースであり，前節で紹介されたDe Fraja-
Delbonoモデルとはこの点では同一のセッティングである。目的となるここでの比較は，やはり民営
化前における１個の公企業・n 個の私企業から構成される混合寡占，および民営化後における私企業
のみからなる純粋寡占である。
　まず想定である。複占，３企業，それぞれの結果を踏まえ，その延長線上にある n ＋１個の企業に
よる寡占状況を分析対象とする。効用関数は
　　
であるが，  かつ  として私企業を対称的に扱うと
　　
となる。そのため社会厚生については効用関数にそのまま利潤を追加すると
　　
であり，（私企業の）利潤については
10　本来，企業数は整数に限定されるべきであるが，ここではその問題を無視している。
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である。ただしここでは  とする。
　さて残るはこれまでと同様の手続きである。まず公企業の反応関数は
　　
であり，他方，私企業の反応関数は
　　
である。したがって混合寡占下での生産量は公企業に関して
　　
私企業に関しては
　　
が，それぞれ得られる。また純粋寡占下では  とすると
　　
が得られる。
　社会厚生については混合寡占下では
　　
純粋寡占下では
　　
である。比較のため差を取ることで
　　  ⑿
となる。この⑿は⑽を製品差別化の状況に適用したものであり、ここでの社会厚生の差はDe Fraja-
Delbonoモデルと同様に n の減少関数になっていることが容易に確かめられる。前節で費用パラメー
タ k の役割をここでは代わりに代替性の程度を表すパラメータθが果たすこととなっている。また⑿
は⑻と⑼を一般化したものであり，ぞれぞれ n ＝１と n ＝2のケースに対応していることは言うまで
もない。
　このように私企業数が多くなればなるほど厚生上の観点から民営化は正当化されやすくなることが
分かる。また前節De Fraja-Delbonoモデルにおける⑾と同様に，分子をちょうどゼロとする民営化の
ための転換点  が定義でき，ここでは
　　  ⒀
となることが確認できる。前節⑾における k の役割を，製品差別化の下，⒀ではθが担っている。こ
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れより  とθの関係が引き出されうる。すなわち  において  はθの減少関数
であり，  において  はθの増加関数となっていることが確かめられよう。代替財で
あり，その代替性の程度が強過ぎなければ，θの増大により民営化が正当化される転換点としての私
企業数は減少するものの，補完財の場合や代替財であり，かつその程度が十分に強い場合にはその転
換点となるべき私企業数は逆に増加することになる。
　こうしてDe Fraja-Delbonoモデルに基づきながらも，より自然な想定下で，民営化による厚生改善
と私企業数の関係，および転換点における私企業数と製品差別度との関係がそれぞれ確認でき，より
自然な解釈が新たに可能となったことになる。
７．結び
　本稿では公企業を民営化することの是非を論じた。分析対象は公企業と私企業が市場内で共存する
状況と私企業のみが存在する状況，つまり混合寡占と純粋寡占であり，両者を比較することで，ちょ
うど民営化前後の比較に対応することになっている。こうして公企業と私企業が相互作用として社会
厚生にどのような影響を及ぼしうるかが吟味された。
　議論の出発点となったDe Fraja and Delbono （1989） においてこの問題が取り扱われた際には，同質
財でかつ限界費用逓増が仮定されていた。そこでは費用関数が逓増することがなければ公企業の存続
に疑念を差し挟む余地はなく，そもそも企業数によらず公企業民営化自体が正当化され得なかった。
本稿では異質財を想定した上で，敢えて限界費用一定とした。にもかかわらず企業数の増加につれて
公企業の民営化が正当化されやすくなること，またそこでの代替性の程度θに応じて場合分けがなさ
れ，民営化正当化のための転換点としての企業数がそれぞれ製品差別度に依存していることが確認さ
れた。
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Mixed Oligopoly and Product Differentiation: 
The Privatization Effect of a Public Firm in the General Case 
of the Number of Private Firms
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Abstract
　The seminal paper of De Fraja and Delbono （1989） compared a mixed oligopoly in which there is a public 
ﬁrm and n private ﬁrms with a genuine oligopoly in which there is n+1 private ﬁrms, and then demonstrated 
that whether privatization improves welfare depends on the number of private ﬁrms under Cournot competition. 
Although, in this paper, the basic setting follows that of their model, the demand condition is modiﬁed to take 
into account product differentiation. The cost condition is assumed to be a linear function instead of a quadratic 
function. It will be shown how privatization might bring about welfare improvement based upon product 
differentiation in the general case of the number of private ﬁrms.
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